
【令和 令和

※所在地は市外施設の場合のみ記載

訂正する場合は、申請者の印が必要です。

横須賀市

印

◆裏面も記入してください◆

　この申請に係る金銭の受領を上記の者（口座名義人）に委任します。

委任者氏名
（申請者）

委任欄
『口座名義人』が
１,の『申請者』と

異なる場合

※↑『１.保護者（申請者）』欄に記入している氏名です。

４．利用料等の振込先　※保護者名義の口座をご記入ください。

金融機関名 預金種目   　普通　　　  　当座

銀行・信用金庫 支店 口座番号

農協・信用組合 出張所 口座名義
（カタカナ）

転入日 令和 年 月

2 施設・事業名 所在地

月 日 0

区分

該当する区分にチェックしてください
※非課税世帯は対象外です

氏　　名 生年月日 平・令 年

２．対象児童

フリガナ 認定番号
利用年度4月1日時

点の年齢

氏　　名

私は本申請に当たり、当該期間の「保育の必要性の事由」を満たしていることを確認した上で申請します。

フリガナ

児童
との
続柄

連 絡 先

生年月日 昭・平 年 月 日

住　　所

年 　　 月】

　私は、子ども・子育て支援法第30条の11第１項の規定に基づき、施設等利用費の給付について、下記のとおり申請しますの
で、下記に指定する振込口座に振り込んで下さい。
　なお、施設等利用費の審査にあたり、次の事項に同意します。

　１　申請者と認定こどもが、横須賀市内に居住していることを横須賀市が住民基本台帳で確認すること。
　２　実際に利用していることを横須賀市が対象施設に確認すること。
　３　利用料の支払い状況を横須賀市が対象施設に確認すること。
　４　課税状況を横須賀市が確認すること。
　５　認定内容及び申請内容が事実と相違する場合、認定の取消しや施設等利用費を支給しないことがあること。
　６　原則、申請月に関わらず、振込は横須賀市の設定する月となること。

１．保護者（申請者）　※原則、振込先の口座名義人となる保護者を申請者にしてください。

年 　　 月 ～

月 日

（宛先）横須賀市長

企業主導型保育施設利用料等助成申請書（償還払い用）

企業主導型保育施設の利用にかかわる費用
（幼稚園、認定こども園、特別支援学校幼稚部に在籍していない方用）

申請日 　令和 年

保護者が監護する２番目の子

市民税所得割額が115,000円未満の世帯（世帯年収500万円未満相当）

保護者が監護する３番目以降の子

日

転出日 令和 年 月 日

３．利用した企業主導型保育施設等

1 施設・事業名 所在地

申請期間内で転入・転出した
場合の転入・転出日

償還－企



以上を申請者が記入してください。以下は事務処理欄です。（申請者は記入しないでください。）

□ 無 □ 有　　 （　　　　　　　　　　　　）

□ ２子 □ ３子以降 □ 市民税所得割額 □ 却下

令和

本申請期間が、支給認定証記載の有効期間内である

利用した施設の入園料や保育料についての支払いを証明する領収証

利用した施設の内容がわかる書類（サービス提供証明書）

横須賀市
事務処理欄

不足書類 確認 入力

支給認定

決定額

※月額上限額

　ア）市民税所得割額が115,000円未満の世帯	　　　　42,000円/月
　　　または、保護者が監護する３番目以降の子

　イ）ア）以外で、保護者が監護する２番目の子　　 21,000円/月

　◆本申請期間内に市外へ転出していた場合の、当月の限度額
　　上限額×その月初日から転出日までの日数÷その月の日数
　◆本申請期間内に市外から転入した場合の、当月の限度額

　　上限額×本市での認定日から月末までの日数÷その月の日数

６．提出前確認
    ※認定有効期間や、請求する月、金額等が明記された書類がそろっているか確認してチェックしてください。
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５．支払った利用料等
※欄が不足する場合は、申請書をもう一枚使用し、継続紙としてください。
　その場合、二枚目以降は、本欄のみ記載してください。

算定額
ＡとＢを比較して

低い方
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企業主導型保育施設に支払った
月額利用料
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